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2020年度事業計画（案）について（2/3）

具体的な取り組み

2、
テレコ
ミュニ
ケーショ
ン教育事
業

■電話応対コンクール
○電話応対コンクール参加事業所拡大：目標50事業所166名

・過去に参加しているが、近年参加していない企業へ継続勧奨。
・電話応対コンクール参加目標については、前年度の参加事業所数を維持しつつ、

拡大努力を図る。
（2018年度実績 50事業所 166名 ⇒ 2019年度実績 47事業所 149名）

■各種研修の充実
○フレッシュマン研修、各種ビジネスマナー研修参加者の希望等（ロープレや電話応対、

グループ学習を多くして欲しい、等）を反映させ、更なる充実を図る。

＊新型コロナウイルスの状況により、ＷＥＢ研修を導入

■電話技能検定（もし検）の取組み
○千葉支部が、2020年度から検定実施機関に復帰し、直接検定を行う。[新規施策]

・受験者拡大に向けて、iファクスや会報誌での会員様周知を行う。

３、
会員満足
度の向上

■無料施策の提供
○標的型攻撃メール訓練サービスやeラーニングサービス、テレワーク導入支援の無料

施策のPRを実施する。

■会員拡大：目標会員数は対前年度比▲7％⇒▲4％に歯止め
(1)役員様、商工会議所様、商工会様、NTT様等との連携強化により、新規会員獲得を

図っていく。特に、CHISA（公益社団法人千葉県情報サービス産業協会）様等の外
部団体との相互協力により、会員拡大を図っていく。[新規施策]

(2)総会・電話応対コンクール等あらゆる機会を捉えて、参加者に対し新規会員のご紹介
を依頼していく。

■利活用促進のため最新情報発信
(1)毎月発行する「テレコムフォーラム誌」への資料同梱発送の継続実施

・研修やイベントの参加募集案内、新規特典含めた会員特典の紹介、協会事業の紹介。
(2)千葉支部ＨＰ、メルマガ等を活用して、研修やイベント開催案内を掲載し、タイム

リーな情報発信を継続実施する。

４、
協会内の
見直し

[新規施策]
各種見直しで効率化・平準化を図る。(検討）
■地区協会体制等見直し
(1)千葉地区管内の10地区協会を東西２地区協会に統合。

(2)地区協会で区々な会費（4,000～6,000円）を5,000円に統一。

■各種取組みの見直し
(1)新春講演会の委託化推進。
(2)情報通信施設見学会の見直し。

※ 2021年度での実施を目指すため、2020年度の支部理事会及び各地区協会理事会総会
へ付議する。
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Ｎ
Ｏ

施策名

主
催
区
分

４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1

ＩＣＴセ
ミナー・
新春講演
会

支
部
・
地
区

下旬
銚子

上旬
木更津
支部

2
理事会・
総会

支
部
・
地
区

10支部
(電話会議) ●各地区

書面開催

3

テレコ
ミュニ
ケーショ
ン研修

支
部

●ﾌﾚｯｼｭﾏﾝ(幕
張）
19・22
中止

●ﾌﾚｯｼｭﾏﾝ(幕張）
3中止
12WEB研修

●ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ

●ﾜﾝﾗﾝｸｱｯﾌﾟ

●ｸﾚｰﾑ電話応対

●ﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟ

●ｱﾝﾝｶﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

●職場を良くするｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝ

地
区

4

電話応対ｺ
ﾝｸｰﾙ(研
修・ｺﾝｸｰ
ﾙ）

支
部
・
地
区

●事前勉強会(問
題解説研修)
・6/8～7/31
（WEB研修)

●事前勉強会(収
録直前研修)
電話個別指導

●事前勉強会(収録直
前研修)
電話個別指導

●応対収
録

●地区審
査会

発表

●千葉県
大会前勉
強会

●千葉県
大会

●関東ブ
ロック研
修
下旬

●全国大会
・20広島

(広島文化
交流会館)ﾞ

5
情報施設
見学会

地
区

●銚子地区
下旬

●木更津
中旬

●京葉2地区
＆東葛３地区
合同検討
上旬～下旬

●千葉

新型コロナウイルスの状況を見ながら検討

新型コロナウイルスの状況を見ながら検討

新型コロナうウイルスの状況を見ながら検討
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2020年度電話応対コンクール予定について

1、開催日
2020年１１月２0日（金）

２、開催場所
広島文化交流会館（広島）

３、スケジュール
開会式 9：30～ 競 技 １０:１０～
表彰式 17：00～ 懇親会 １８:３０～

４、後 援
総務省 日本商工会議所、全国商工会連合会
一般社団法人電気通信事業者協会
一般社団法人日本コールセンター協会
公益財団法人企業情報化協会
東日本電信電話株式会社
西日本電信電話株式会社
株式会社ＮＴＴドコモ
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

1、開催日
2020年１０月1５日（木）

２、開催場所
ｍBAY POINT幕張 ⇒ 収録による審査や無観客等も検討

３、スケジュール
開会式 9：30～ 競技 １０:１０～
表彰式 17：00～ 懇親会 １８:３０～

４、後 援
千葉県
株式会社千葉日報社
一般社団法人千葉県商工会議所連合会
千葉県商工会連合会
東日本電信電話株式会社千葉事業部

5、表 彰
・優勝 (1名)・準優勝 (1名)・優秀賞 (8名) 計10名

■ 千葉県大会

■ 全国大会

新型コロナウイルスの状況を見ながら検討

新型コロナウイルスの状況を見ながら検討
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2020年度収支予算（案）について

（単位：円）

自 2020年4月 1日
至 2021年3月31日

【収入の部】

【支出の部】

第五号議案

項目
①2019年度 ②2020年度 ②－①

備考
決算額 予算額 差額

会員受取会費 2,217,000 2,128,000 ▲89,0004％減に歯止め

事業収入 242,011 242,000 11

雑収入 33 33 0利息

小計 2,459,044 2,370,033 ▲89,011

前年度繰越金 2,794,457 2,546,544 ▲247,913

Ａ．収入合計 5,253,501 4,916,577 ▲336,924

区分 項目
①2019年度 ②2020年度 ②－①

備考
決算額 予算額 差額

事
業
費

電話応対競技会費 291,314 290,000 ▲1,314

セミナー費 497,815 497,000 ▲815

施設見学会費 826,109 800,000 ▲26,109

組織強化費 0 0 0

Ｂ．小 計 1,615,238 1,587,000 ▲28,238

管
理
費

会 議 費 389,441 389,000 ▲441

諸 経 費 184,328 184,000 ▲328

Ｃ．小 計 573,769 573,000 ▲769

Ｄ．表彰費 0 30,000 30,000

内
部
取
引

運営資金支出費 356,205 356,000 ▲205上部費

消費税分担費 161,745 161,000 ▲745上部費

Ｅ．小 計 517,950 517,000 ▲950

Ｆ費用合計=Ｂ＋Ｃ＋Ｄ+Ｅ 2,706,957 2,707,000 43

Ｇ繰越資産=Ａ-Ｆ 2,546,544 2,209,577 ▲336,967



2020年度地区役員等について

役員等改選（案）について（2020年度～2021年度）

注）＊は人事異動等によりご就任
ＪＮＣ石油化学㈱市原製造所様は2019年度末で退会
委嘱状の発行は省略とし、希望がある場合適宜発行とします。
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第六号議案

会 職 氏 名 事 業 所 等 名 役 職

会 長 青柳 俊一 株式会社千葉興業銀行 取締役会長

副会長 宮島 三郎 千葉商工会議所 専務理事

副会長 小出 譲治 市原市 市長

副会長 鹿間 陸郎 東金市 市長

理 事＊ 石井 俊一 株式会社千葉銀行 経営管理部長

理 事 嶌津 昌明 一般財団法人千葉県農業会館 理事長

理 事＊ 本村 直也 株式会社京葉銀行 執行役員総務部長

理 事 清宮 達男 千葉日産自動車株式会社 代表取締役社長

理 事＊ 横田 修 日本通運株式会社 千葉支店 千葉支店長

理 事＊ 茶木原 浩明 宇部興産株式会社 千葉石油化学工場 工場長

理 事 川島 学 株式会社相互 代表取締役社長

理 事 廣野 浩己 古河電気工業株式会社 千葉事業所 所長

理 事 大矢 吉明 九十九里町 町長

理 事 松下 浩明 山武市 市長

理 事＊ 土屋 秀雄 ＪＡ山武郡市 代表理事 組合長

理 事 小川 秀二 東金商工会議所 会頭

理 事 金坂 昌典 大網白里市 市長

監 事 榊原 義久 市原商工会議所 会頭

監 事 中村 秀朗 協同組合東金ショッピングセンター 理事長

顧 問＊ 宮田 貴史 東日本電信電話株式会社 千葉支店 千葉担当部長



2021年度事業運営について
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第七号議案

ユーザ協会事業について、これまで地区協会毎に区々であった事業を千葉県内で統一化することで、地区を
跨る事業への参加を可能とするとともに、会員サービスレベルの均質化と、維持向上を図ることとしたい。

実施にあたっては、間接稼働を極力抑えることで、事業活動に向けた稼働を創出することと、財務基盤の強
化に向けて、「現行の１支部１０地区協会から１支部２地区協会の業務運営体制」に見直すことを柱に、業務
の効率化検討を開始することとしたい。

１.会員数の減少
会員数はここ4年で▲465（▲23.6%）

２.会員ニーズの多様化
協会事業への参加者人数の減少

1.会員サービスの維持向上

地区協会毎に区々であった事業・行事を統一

化することにより、会員サービスレベルの均質

化と維持向上を図る。

2.地区協会の体制強化

統合により1地区の規模を拡大することによ

り、協会事業の効率的・効果的展開を可能とす

る。

３.効率的・効果的運営基盤の確立

各地区で実施していた定型・反復業務を統

合・標準化することにより、間接稼働等の効率

化を図り、実務稼働へのシフトを推進、会員

サービスの向上により注力できる体制を確立す

る。

◆会員サービスの維持向上に向けて

※( )内は会員数

現行：１０地区

千葉・市原・東金
（366）

成田・佐倉（82）

茂原・夷隅（99）

木更津・館山・鴨川
（226）

銚子・香取・旭・匝瑳
（149）

船橋・習志野・八千
代・鎌ヶ谷白井（183）

市川・浦安行徳（147）

柏・流山・我孫子・沼
南（111）

野田・関宿（63）

松戸（82）

会員サービスの維持向上に向けた取り組み

新体制：２地区

千葉東（922）
（千葉・市原・東金

成田・佐倉
茂原・夷隅

木更津・館山・鴨川
銚子・香取・旭・匝瑳）

千葉西（586）
（船橋・習志野・八千代・

鎌ヶ谷白井
市川・浦安行徳

柏・流山・我孫子・沼南
野田・関宿
松戸）

取り組みの考え方

◆取り巻く事業環境の変化等

H27
年度末

（2015）

H28
年度末

（2016）

H29
年度末

（2017）

H30
年度末

（2018）

R01
年度末

（2019）

1,973名 1,857名
(▲116)

1,734名
(▲123)

1,626名
(▲108)

1,508名
(▲118)

行事
電コン

マナー研修等
講演会 施設見学会

H29年度
（2017）

1,047名
509事業所

327名 297名

H30年度
（2018）

1,363名
578事業所

340名 166名

R01年度
（2019）

859名
348事業所

294名 249名

減少率 ▲18.0％ ▲10.1％ ▲16.2％

◆地区協会の統合(案)

経済圏、地区協会間の数のバランスや組織マネジ

メント等を総合的に勘案し、現行の10地区協会

体制から、2地区協会体制への見直しを図る。



2021年度事業運営について
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◆地区協会統合に伴う見直し内容

見直し方針 具体的な見直し内容（案）

①組織運営体制等の
統一化

役員
新地区体制に応じた役員数に見直す。
なお、現地区の会長・副会長については、原則、全員新地区役

員に留任をお願いしたい。理事・監事は退任とする。

会費等

現行年会費「４～6,000円」を、統合後は「5,000円」に統
一。
※一部行事（研修等）の会員参加費の見直しを検討し財務基盤強
化を図る。

②事業・行事の省力
化

継続事業
統合後も事業は基本的に継続実施するが、委託化や商工会議所

等が主催するセミナー協賛に切り替える等で省力化を進める。。

見直し事業
施設見学会は地区合同開催を推進し、2021年度からは廃止等

の見直しを図る。

③業務の効率化
行事運営・様式の効率
化

理事会・総会の総会一本化による稼働削減を図る。

◆スケジュール（案）

年月

2020年度 2021年度

１Q 2Q 3Q 4Q １Q

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

統
合
に
向
け
た
動
き

総
会
・
理
事
会
等

支
部
役
員
説
明

方
向
性
決
定

理
事
会
・
総
会
に
付
議

支
部
理
事
会

各
地
区
協
会
理
事
会
総
会

調
整

新
体
制
発
足

決
定
事
項
の
送
付

(

全
会
員
様
宛
）

旧
地
区
協
会
解
散
総
会

新
地
区
協
会
設
立
総
会

支
部
理
事
会

2地区協会体制への統合に伴う見直し内容は、①組織運営体制等の統一化（役員数など）、②事業・行事の省力化、

③業務の効率化とし、会則変更を行う。具体的には以下のとおり。




